
うち交付金
充当額

45
学校保健特別対策
事業費補助金

学校教育課

各学校が、児童生徒の安心安全な学習環境を確保し
つつ教育活動を着実に継続するため、感染症対策等
や児童生徒の学びの保障をするための取組を実施す
るに当たり、校長の判断で迅速かつ柔軟に対応するこ
とができるよう、補助金の交付を行うもの。

R4.4.1 R5.3.31 17,100,000 8,500,000

感染症対策等や児童生徒の学びの保障をするための取組を
実施するに当たり、校長の判断で迅速かつ柔軟に対応するこ
とができるよう、補助金を交付することによって、各学校が、児
童生徒の安心安全な学習環境を確保しつつ教育活動を着実
に継続することができた。

1
プレミアム付商品券
発行事業

商工観光課

新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響を受け
た市民及び市内の事業者を継続的に支援するため、
令和2、3年度と同様にプレミアム率及び発行額を拡充
して商品券を発行する。また、発行額の一部をアプリを
活用した電子版とすることで、キャッシュレス決済の普
及促進を図る。

R4.4.1 R5.2.2 31,168,774 30,036,957

利用者の45％は商品券の入手がきっかけで商品を購入してい
る。また、商品券での支払いに追加した現金が６％あるなど、
市内店舗での消費喚起につながっていることから、物価高騰
の影響を受けていている事業者支援及び市民生活支援に効
果的であった。

2
事業復活応援金給
付事業

商工観光課

当面の間、事業継続の見通しが立てられるよう、コロナ
禍や物価高騰で大きな影響を受けた事業者に、業種を
問わず、事業復活応援金を給付し、事業継続を下支え
することを目的とする。

R4.4.1 R4.10.20 18,976,926 18,201,908
コロナ禍の影響により、先行きに不安を感じている事業者が多
い中、事業復活応援金を支給することで、事業継続を支援す
ることができた。

3
子ども・子育て支援
交付金

子ども育成課

学童保育所の新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、学童保育施設、遊具、教材備品等の消毒作業や、
児童の検温、室内の換気など感染症対策に係る必要
経費を支援するもの。

R4.4.1 R5.3.30 5,238,320 1,855,320

学童保育所において、新型コロナウイルス感染拡大防止のた
めの消毒作業や、室内の換気などに必要となる物品購入等を
行うことにより、集団感染（クラスター）を発生させず、安全な保
育を実施することができた。
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4
集団健診会場にお
ける感染防止対策

健康課

集団総合健診会場内の消毒等を実施する職員を配置
することで、新型コロナウイルス感染症の感染リスクを
低減させ、対象者が安心して受検できる環境を整備す
る。

R4.6.23 R4.12.2 140,571 140,571

集団総合健診会場内の消毒及びあすてらす入口（健診会場に
入る前）にて検温と書類の確認を行うなど、対象者が安心して
受診できる環境を整備したことにより、感染拡大防止を図るこ
とができた。

5
新生児子育て応援
臨時給付金

子ども育成課

新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響が長引
き、不安な社会状況の中でうまれた新生児を持つ家庭
に対して、安心して子育てができるよう生活を応援する
ことを目的とし、子育て世帯に対して給付金を支給する
もの。

R4.4.1 R5.3.31 36,522,697 33,108,585

新型コロナウイルス感染症や物価高騰による影響により不安
な社会状況の中で生まれた新生児を持つ家庭に対し　給付金
を支給することにより、経済的な負担を軽減し、安心して子育
てができる環境の維持につなげることができた。

6
保育対策総合支援
事業費補助金

保育所・幼稚園課
新型コロナウイルス感染症対策のための消毒等の購
入費用や職員のかかり増し経費を補助する。

R4.4.1 R5.3.31 5,500,000 2,750,000
新型コロナウイルス感染症対策のための消毒等の購入費や
職員のかかり増し経費を補助することにより、感染拡大防止を
図ることができた。

7
私立保育園・幼稚園
衛生管理支援事業
補助金

保育所・幼稚園課
新型コロナウイルス感染症対策のための消毒や清掃
等の職員の配置。

R4.4.1 R5.3.31 17,698,163 17,698,163
新型コロナウイルス感染症対策のための職員配置に係る人件
費補助を行うことにより、感染拡大防止を図ることができた。

8
子ども・子育て支援
交付金

保育所・幼稚園課
新型コロナウイルス感染症対策のための消毒等の購
入費用や職員のかかり増し経費を補助する。

R4.4.1 R5.3.31 3,200,000 1,068,000
新型コロナウイルス感染症対策のための消毒等の購入費や
職員のかかり増し経費を補助することにより、感染拡大防止を
図ることができた。

9
公立保育所・幼稚園
衛生管理事業人件
費

保育所・幼稚園課
新型コロナウイルス感染症対策のための消毒や清掃
等の職員の配置。

R4.4.1 R5.3.31 3,675,298 3,675,298
新型コロナウイルス感染症対策のための職員配置を行うこと
により、感染拡大防止を図ることができた。
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10
保育対策総合支援
事業費補助金

保育所・幼稚園課
新型コロナウイルス感染症対策のための衛生管理物
品を購入し環境整備を行う。

R4.4.1 R5.3.31 1,400,000 700,000
新型コロナウイルス感染症対策のための消毒等の購入費や
職員のかかり増し経費を補助することにより、感染拡大防止を
図ることができた。

11
公立幼稚園施設コロ
ナ対策事業【消耗品
等】

保育所・幼稚園課
新型コロナウイルス感染症対策のための衛生管理物
品を購入し環境整備を行う。

R4.4.1 R5.3.31 438,084 219,084
新型コロナウイルス感染症対策のための消毒等を購入するこ
とにより、感染拡大防止を図ることができた。

12
集団（乳幼児）健診
感染防止対策

健康課

乳幼児健診会場内の消毒等を実施する職員を配置す
ることで、新型コロナウイルス感染症の感染リスクを低
減させ、対象者が安心して受診できる環境を整備す
る。

R4.4.12 R5.3.15 400,113 400,113
乳幼児健診会場内の消毒及び会場での検温と体調確認など
を行い、対象者が安心して受診できる環境を整備したことによ
り、感染拡大防止を図ることができた。

13
学習支援員等配置
事業

学校教育課

新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策を講じなが
ら、最大限子どもたちの学びを保障するため、各小・中
学校に学習支援員及びスクール・サポート・スタッフを
配置し、人的体制の強化を図るもの。

R4.4.1 R5.3.31 10,670,421 8,542,421

交付金を活用し、各小・中学校に学習支援員及びスクール・サ
ポート・スタッフ（教員業務支援員）を配置し、人的体制の強化
を図ることにより、新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策
を講じながら、最大限子どもたちの学びを保障することができ
た。

14
スクールカウンセ
ラー等相談体制拡充
事業

学校教育課

新型コロナウイルス感染症を踏まえた学校の新しい生
活様式のもとでの教育活動による課題や悩みを抱える
児童生徒に対応するため、スクールカウンセラーによ
る相談体制の拡充を図る。

R4.4.1 R5.3.31 922,677 922,677

交付金を活用し、スクールカウンセラーによる相談体制の拡充
を図ることにより、新型コロナウイルス感染症を踏まえた学校
の新しい生活様式のもとでの教育活動による課題や悩みを抱
える児童生徒に対応することができた。

15
学校健診等における
感染防止事業

学校教育課

学校健診及び就学時健診において器具（鼻鏡・歯鏡）
による新型コロナウイルス感染リスクを減らすため、健
診用器具をレンタルし、対象者全員分を確保するも
の。また、就学時健診の実施回数を増やし、対象者の
分散を図り感染症対策を行うもの。

R4.4.1 R5.3.31 1,377,984 1,377,984

交付金を活用し、学校健診及び就学時健診において器具（鼻
鏡・歯鏡）による新型コロナウイルス感染リスクを減らすため、
健診用器具をレンタルすることにより、対象者全員分を確保す
ることができた。また、就学時健診の実施回数を増やし、対象
者の分散を図り感染症対策を行うことができた。
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16
水田農業ＤＸ推進事
業

農業振興課

コロナ収束後の経済活動の復興を図り、強靭な経済構
造を実現するという目的に則り、水田農業機械のうち、
生産性向上に寄与するスマート農業機械の導入を支
援することで、水田農業における新たな付加価値の発
掘とＤＸの推進を図る。

R4.4.1 R5.3.16 14,000,000 2,121,600
スマート農業機械の導入を支援することで、水田農業における
新たな付加価値の発掘とＤＸの推進につながった。

17
修学旅行実施支援
事業（小学校）

学校教育課
新型コロナウイルス感染症拡大等の影響により、宿泊
を伴う修学旅行が中止となったことで発生するキャンセ
ル料を市が負担し、保護者負担を軽減するもの。

R4.6.21 R5.3.31 10,878 10,878

交付金を活用することにより、新型コロナウイルス感染症拡大
等の影響で、宿泊を伴う修学旅行が中止となったことに伴う
キャンセル料を負担し、保護者の負担を軽減することができ
た。

18 学校給食補助事業 教育総務課

新型コロナウイルス感染症の影響により給食食材の価
格が高騰する中で、食材費を補助することで保護者に
負担を求めることなく、学校給食の質・量の確保を行
う。

R4.4.1 R5.3.31 21,804,832 21,013,043
市内小学校８校、中学校５校に対して給食食材費を補助する
ことで、保護者に負担増を求めることなく、食材の価格高騰に
対応し、学校給食の質と量を確保することができた。

19
新型コロナウイルス
感染症対策による消
耗品費、通信運搬費

全庁
庁舎や各施設において、新型コロナウイルス感染症対
策のために必要な消耗品購入や非接触による通信運
搬を行うことにより、感染拡大防止対策を行う。

R4.4.1 R5.3.31 821,502 821,502
庁舎や各施設において、新型コロナウイルス感染症対策のた
めに必要な消耗品購入等を行うことにより、感染拡大防止を図
ることができた。

20

コミュニティセンター
体表面温度計測機
能付手指消毒器配
備事業

コミュニティ推進課
校区コミュニティセンターにおける基本的な新型コロナ
ウイルス感染症対策として体表面温度計測機能付手
指消毒器を追加配備する。

R4.4.1 R5.3.31 96,800 96,800

校区コミュニティセンターにおいて、新型コロナウイルス感染症
対策に必要な備品を追加配備し、利用者の感染拡大防止を図
ることで、コミュニティセンターの安心安全な運営に努めること
ができた。

21
甘木鉄道運行維持
対策事業

経営戦略課

新型コロナウイルス感染症の影響により、運賃収入が
大きく減少しているにもかかわらず、住民の移動手段
を確保するために運行を行い、重要な社会基盤を担う
地域鉄道事業者（甘木鉄道株式会社）の事業継続をサ
ポートするため、支援を行うもの。

R4.4.1 R5.3.31 964,000 964,000

新型コロナウイルス感染症の影響により、非常に厳しい経営
環境に直面した地域鉄道事業者（甘木鉄道株式会社）に対し
て支援を行うことにより、事業継続をサポートすることができ
た。
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22
甘木鉄道燃料費高
騰対策支援事業

経営戦略課

新型コロナウイルス感染症や原油価格の高騰に伴い、
経営が圧迫されている中、生活・経済の安全確保に不
可欠な地域公共交通確保のために、事業継続した地
域鉄道事業者（甘木鉄道株式会社）に対し支援するも
の。

R4.4.1 R5.3.31 438,000 438,000
物価高騰の影響により、非常に厳しい経営環境に直面した地
域鉄道事業者（甘木鉄道株式会社）に対して支援を行うことに
より、事業継続をサポートすることができた。

23
証明書コンビニ交付
事業

市民課

各種証明書（住民票、印鑑証明、税証明）をコンビニエ
ンスストア等の自動交付機による交付サービスを開始
をすることによって、来庁者の人数を減らし、新型コロ
ナウイルス感染リスクの低減を図ろうとするもの。

R4.12.1 R5.3.31 13,860,000 13,860,000

令和5年度の稼働開始となったが、令和4年度中に本交付金を
活用し、当該システムを導入したことにより、新型コロナウイル
ス感染症を含めた様々な感染症の感染リスクの低減が期待で
きる。

25
障害福祉事業所等
特別支援金交付事
業

福祉課

長引くコロナ禍や、物価高騰の状況下にあっても、障
がい者・児の支援を継続する事業所へ支援金を交付
することにより、事業所の負担軽減を図り、福祉サービ
ス提供の継続に寄与する。

R4.10.1 R5.3.31 4,436,380 4,436,380
新型コロナウイルス感染症及び物価高騰の影響により、厳し
い状況に直面した障がい者・児の支援を継続する事業所へ支
援金を交付することで、事業継続を支援することができた。

26
介護サービス事業所
等特別支援金給付
事業

長寿支援課

新型コロナウイルス感染症の長期化や、原油価格・物
価の高騰などの状況下にあっても、高齢者への支援を
行っている市内の介護サービス事業所等に対し、規模
に応じて市独自の支援金を給付することで、事業所の
負担を軽減し、継続したサービス供給に寄与すること
を目的とする

R4.10.1 R5.2.16 8,208,580 7,873,341

特別支援金の支給を行うことで、新型コロナウイルス感染症対
策の長期化や、原油価格・物価高騰等の状況下にあっても、
継続して高齢者への支援を行っている施設、事業所等の負担
を軽減することができ、高齢者が必要とするサービスの継続・
安定した供給につながった。

28
保育所等給食支援
事業（私立）

保育所・幼稚園課

コロナ禍における物価高騰対策として、保育所等の給
食に係る材料費高騰分を助成することにより、これまで
通りの栄養バランスや量を保った給食の実施や保護者
負担の軽減を図る。

R4.4.1 R5.3.16 3,598,000 1,799,000
保育所等の給食に係る物価高騰対策として補助することによ
り、栄養バランスや量を保った給食の実施や保護者負担の軽
減を図ることができた。

29
保育所等給食支援
事業（公立）

保育所・幼稚園課

コロナ禍における物価高騰対策として、保育所等の給
食に係る材料費高騰分を助成（教職員分は除く）するこ
とにより、これまで通りの栄養バランスや量を保った給
食の実施や保護者負担の軽減を図る。

R4.4.1 R5.3.31 1,803,326 1,803,326
保育所等の給食に係る物価高騰対策として材料費を増額する
ことにより、栄養バランスや量を保った給食の実施や保護者負
担の軽減を図ることができた。
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30
食の支援事業「まご
ころパックお届け事
業第４弾」

福祉課

コロナ禍において原油価格・物価高騰等の影響を受け
生活困窮状態にある市民に対し、自立支援協議会、農
業分野、市の3者が協働・連携して食材等の配達を行
うことにより、生活困窮者を支援する。

R4.10.1 R5.3.31 8,253,306 7,916,241

新型コロナウイルス感染症の影響により、経済的に困窮状態
にある世帯（生活困窮者自立支援金支給決定者及び子育て
世帯生活支援特別給付金対象世帯）に対し、生活の基盤とな
る食に関する支援が実施できた。併せて、長引く新型コロナの
影響により就労の機会が減少している障害福祉事業所等に食
材提供や梱包作業等を担ってもらうことで事業所に対する支
援にもつなげることができた。

31
肥料高騰緊急対策
事業

農業振興課

新型コロナウイルスの感染拡大等による生産資材（肥
料）価格の高騰による農業経営への影響を軽減するた
め、生産資材購入に係る経費の一部について支援を
行うもの。

R4.6.1 R5.3.30 2,792,281 2,678,244

新型コロナウイルスの感染拡大等による生産資材（肥料）価格
の高騰による農業経営への影響を受けた農業者に対して、生
産資材購入に係る経費の一部について支援することで、農業
者の継続的な営農につながった。

32
三井中央高等学校
感染症対策事業

教育総務課
新型コロナウイルス感染症対策のための消耗品やタブ
レット端末を購入しコロナ禍における教育環境整備を
行う。

R4.4.1 R5.3.31 137,313 137,313
新型コロナウイルス感染症対策のための消耗品やタブレット
端末を購入し、コロナ禍における教育環境整備を行うことで新
型コロナウイルス感染拡大防止を図ることができた。

33
キャッシュレス決済
ポイント還元キャン
ペーン

商工観光課

当該事業の実施により、市内商店の消費喚起を図り、
コロナ禍において原油価格やその他の物価高騰の影
響を受けている事業者を支援する。また、事業者及び
利用者の双方に対し、非接触型の決済システムを普及
させる。

R4.9.21 R5.3.30 88,986,555 88,986,555

キャンペーン対象店舗での決済額が、キャンペーン実施月の
前の月と比較して約４倍に増加したことから、市内商店の消費
喚起が図られ、物価高騰の影響を受けていている事業者支援
及び市民生活支援に効果的であった。

34
小郡市運送事業者
等支援金給付事業

商工観光課

コロナ禍において、原油価格高騰の影響を特に受け、
且つ社会インフラの重要な役割を果たしている運送事
業者等に対し、対象車両の台数に応じて支援金を給付
し、事業継続の下支えをする。

R4.9.21 R5.3.20 15,913,482 15,913,482
原油価格高騰の影響を受けている運送事業者等に対し、支援
金を給付することで、事業継続の下支えをし、市民生活を支え
る安定的なサプライチェーンの確保に寄与することができた。

35
生活衛生関連事業
者への支援

商工観光課

コロナ禍において、原油価格や物価の高騰が続く中
で、公衆衛生の見地から市民の日常生活に極めて深
い関係のある生活衛生関連事業における公衆衛生の
向上及び事業継続を支援することで、市民生活の安定
を図る。

R4.9.21 R5.3.20 8,145,268 8,145,268

コロナ禍に加え、光熱水費や物価高騰の影響を受けている生
活衛生関連事業者に対し支援金を給付することで、価格に転
嫁することのない事業継続を支援し、市民生活の安定に寄与
することができた。
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36
マイナンバーカード
申請補助端末整備
事業

市民課
個人番号カード申請者の窓口での滞在時間を減らすこ
とにより、三密を回避し、新型コロナウイルス感染リス
クの低減を図る。

R4.10.5 R4.11.25 419,595 419,595
当該端末を導入したことにより、マイナポイント対象期間等混
雑時の申請事務において、短時間で対応できるようになり、新
型コロナウイルス感染リスクの低減を図ることができた。

37
子育て世帯への物
価高騰対策特別給
付金事業

子ども育成課

コロナ禍において原油価格や電気・ガス料金を含む物
価高騰等に直面する子育て世帯の生活を支援するた
め、児童手当を受給する世帯に対し、臨時特別の給付
金を支給するもの。

R4.12.20 R5.3.31 80,527,343 80,460,375
コロナ禍において原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰
等に直面する子育て世帯に対し、給付金を支給することによ
り、経済的な負担の軽減を図ることができた。

38
保育所等物価高騰
対策事業

保育所・幼稚園課

コロナ禍における電気・ガス料金・ガソリン代等の高騰
の影響を受けている保育所等に対し、原油価格高騰に
伴うかかり増し経費を支援することで運営に係る経費
負担の軽減を図る。

R4.4.1 R5.3.8 3,051,000 1,525,500
保育所等の物価高騰対策として補助することにより、運営に係
る経費負担の軽減を図ることができた。

39
マイナンバーカード
申請補助事業

市民課
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、マイナン
バーカード申請窓口を分散し、市内郵便局７局でも申
請受付ができるように委託をするもの。

R4.12.19 R5.3.31 487,133 487,133
市内郵便局で申請が可能となるよう整備したことにより、マイ
ナンバーカードの申請場所を分散して行うことができ、新型コ
ロナウイルス感染リスクの低減を図ることができた。

40
畜産農業経営安定
緊急対策事業

農業振興課
新型コロナウイルスの感染拡大等による飼料価格高
騰の影響を受け、経営が逼迫する畜産農業者へ支援
を行うもの。

R4.4.1 R5.3.23 7,758,540 7,441,681
新型コロナウイルスの感染拡大等による飼料価格高騰の影響
を受け、経営が逼迫している畜産農業者へ支援をすることで、
畜産農業者の継続的な営農につながった。

41
郵便計量器導入事
業

総務課
郵便料金計器を導入することで、郵便集計作業におけ
る密を回避し、新型コロナウイルス感染リスクの低減を
図る。

R5.2.8 R5.3.17 6,776,000 6,776,000
郵便料金計器の導入により、郵便発送業務における集計作業
の密を回避することで、感染拡大防止を図ることができた。
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42
小郡市立小・中学校
体育館Wi-Fi環境整
備事業

教育総務課

体育館にWi-Fi環境を整備することで、1人1台タブレッ
ト端末を活用し、密を避けながら、学習や行事を行うこ
とができるようになり、新型コロナウイルス感染拡大防
止を図ることができる。

R5.1.12 R5.3.31 10,533,600 9,389,600

市内小学校８校、中学校５校の体育館に、Wi-Fi環境を整備し
た。1人1台タブレット端末を活用し、密を避けながら、学習や行
事を行うことができるようになり、新型コロナウイルス感染拡大
防止を図ることができた。

43
小学校空調設備整
備事業

教育総務課

小学校の老朽化した空調設備の更新及び増設を行う
ことにより、分散授業を行う教室や体調不良の児童の
待機場所を確保することで、新型コロナウイルス感染
防止を図る。

R5.1.12 R5.3.29 7,526,200 7,526,200

味坂小学校の多目的ホール・保健室の空調更新及びのぞみ
が丘小学校の多目的ホール・保健室・特別支援学級教室の空
調更新・増設を行った。老朽化した空調機の更新・増設を行う
ことにより、分散授業を行う教室や体調不良の児童の待機場
所を確保するとともに、避難所となった際の新型コロナウイル
ス感染拡大防止を図ることができた。

44
学校保健特別対策
事業費補助金

学校教育課

各学校が、児童生徒の安心安全な学習環境を確保し
つつ教育活動を着実に継続するため、新型コロナウイ
ルス感染症対策等や児童生徒の学びの保障をするた
めの取組を実施するに当たり、校長の判断で迅速かつ
柔軟に対応することができるよう、補助金の交付を行う
もの。

R4.4.1 R5.3.31 2,660,000 1,330,000

感染症対策等や児童生徒の学びの保障をするための取組を
実施するに当たり、校長の判断で迅速かつ柔軟に対応するこ
とができるよう、補助金を交付することによって、各学校が、児
童生徒の安心安全な学習環境を確保しつつ教育活動を着実
に継続することができた。

45
修学旅行実施支援
事業（中学校）

学校教育課
新型コロナウイルス感染症拡大等の影響により、宿泊
を伴う修学旅行が中止となったことで発生するキャンセ
ル料を市が負担し、保護者負担を軽減するもの。

R4.12.20 R5.3.31 65,692 65,692

交付金を活用することにより、新型コロナウイルス感染症拡大
等の影響で、宿泊を伴う修学旅行が中止となったことに伴う
キャンセル料を負担し、保護者の負担を軽減することができ
た。

46 紙折り機導入事業 健康課

新型コロナウイルス感染症により印刷物が増加してい
る中、紙折り機を導入することで、郵便物の発送準備
中の人との接触機会を減らし、業務の効率化及び新型
コロナウイルス感染拡大防止を図ることを目的とする。

R5.1.20 R5.3.31 234,300 234,300
紙折り機を導入したことで、業務の効率化を図り、感染拡大防
止を図ることができた。

47
ペーパーレス会議推
進事業

新公共マネジメント
推進課

紙媒体での接触機会の減少、また新型コロナウイルス
感染リスクを避けるためのオンライン会議といった新し
い働き方への対応を進めるための取組としてペーパー
レス会議の推進を図る。その一環として庁舎内の環境
整備を行う。

R4.12.20 R5.3.31 2,841,766 2,567,180
議会やその他の主要な会議におけるペーパーレス化を進める
ことができた。
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52
抗原検査キット配布
事業

保育所・幼稚園課
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止を図り、
保育所等が安心して保育を継続できるよう支援するこ
とを目的として、抗原検査キットの配布を実施する。

R4.8.26 R5.3.31 732,600 732,600
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止を図るため、抗
原検査キットの配布行うことで保育の継続を支援することがで
きた。

55
小中学校空調設備
整備事業

教育総務課
小中学校の老朽化した空調設備を更新することによ
り、新型コロナウイルス感染防止を図る。

R4.4.1 R5.3.31 5,212,900 1,359,600

小郡小学校の校長室、東野小学校の司書室、三国中学校の
職員室・事務室の空調更新を行った。老朽化し能力が低下し
た空調機の更新を行うことにより、十分な換気を行いつつ空調
できるようにし、学校内での新型コロナウイルス感染拡大防止
を図ることができた。

56
業務効率化促進事
業

新公共マネジメント
推進課

新型コロナウイルス感染防止策として急増するオンラ
イン会議など新しい働き方を進めるための取組として、
オンライン会議にも対応可能なAI議事録サービスの導
入や安定・安全なインターネットへの接続環境の整備
を行う。

R4.11.1 R5.3.31 352,638 58,986
web会議の活性化及び会議にかかる事務の軽減を図ることが
できた。

57
GIGAスクール端末
追加購入事業

教育総務課

「情報活用能力」を児童生徒に育むICT環境を整備す
るとともに、新型コロナウイルス感染症拡大等に伴う臨
時休校となった場合においても児童生徒の学習機会を
確保することができるよう、児童生徒１人１台の端末整
備等を行い、学校教育におけるICT環境の整備を行
う。１人１台端末の配布は行ったが、故障等により予備
機が減少したためタブレットの追加購入を行う。
また、タブレット未配布だった中学校の非常勤教員へも
配布を行う。

R4.8.10 R4.8.31 2,198,900 273,504

故障等により予備機が減少したためタブレットの追加購入を行
い、新型コロナウイルス感染症拡大等に伴い自宅待機となっ
た場合においても、児童生徒の学習機会を確保することがで
きるようにした。
また、タブレット未配布だった中学校の非常勤教員へも配布し
た。


